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１ 研究の背景 
市町村合併により，市町の規模が拡大する一方，地域の高齢化は進んでいる。各地方公共団体

では，少子高齢化時代に対応し，子どもから高齢者まで住民一人ひとりが参画した，住民の主体

性に依拠したまちづくりを模索している。この住民参画の計画を実践するに当たり，地域特性に

応じて，住民が主体的に活動する場の設定や条件整備を行うと共に，住民自治のコーディネート

役として自治体職員が能力を発揮できるシステムを形成する必要がある。 
Ｓ町においては，平成 18年度から合併後の新しい町における健康増進計画策定に向けて，行政
職員間の連携を図りながら，住民と行政が協働して計画を策定するための体制整備を検討してい

るところである。平成 19年度においては，住民参画の健康づくり計画策定過程の課題分析と，住
民が主体的に活動する場の定着化とシステム構築のあり方を検討した。平成 20年度においては，
住民と行政が協働して作成した健康増進計画を実践した後，評価の段階においても住民と行政が

協働して評価を行う体制整備と評価指標の作成を行った。また，行政機関における「計画・実施・

評価」という PLAN・DO・SEEサイクルの実施体制の定着を図った。 
 
２ 研究の目的 
市町村合併による新しいまちにおいて，子どもから高齢者まで住民一人ひとりが参画した「健

康なまちづくり計画」の策定活動を通して，どの地域においても，地域特性に応じた住民が主体

的な健康づくりへの活動をする条件整備や行政支援システムを形成することを目的とする。 
 
３ 研究期間 
 平成 18年 7月 1日から平成 21年 3月 31日まで（平成 20年度は，3年計画の 3年目） 
 
４ 結果及び考察 

(1) 保健活動実施後の評価方法について検討する。 
① 自主的活動グループの 1年間の活動評価において，評価指標を作成し，評価を試みた。 
   事例：食生活活動推進協議会の 1 年間の活動のまとめに当たり，作成した評価指標をも

とに，活動の評価を実施した。 
       【評価指標の項目】 
        Ａ 活動目的や方向性の共有 
        Ｂ 事業計画 
        Ｃ 組織の自主性 
        Ｄ 会の話し合いの状況 



        Ｅ 評価 
        Ｆ 新しい人が入りやすい体制づくり 
    食生活活動推進協議会の参加者が４グループに分かれ，６つの評価指標をもとに１年間

の活動を振り返った。その過程で，項目ごとに具体的に話し合うことができた，これまで

見えなかった活動の課題等が見えてきた，活動の方法についてこんなに深い討論をしたこ

とはなかったなどの感想があがった。 
    これまでは，特にテーマ設定をしないで１年間の振り返りをしていた。それに比較し，

この評価指標は活動のポイントが明確にされ，何ができればいいのかについての指標が示

されていたので，到達段階の確認ができるという利点があった。 
    一方，グループ内での話し合いの方法を降り返ると，グループ員だけで話し合いを進め

ていると，メンバーの意見をさえぎったり，できていると勝手に断言する場面もあった。

このため，話し合いの段階で，公平な討論ができるようなファシリテーターを置いたり，

評価指標の項目において，判断しやすい内容となるよう改善が必要と考える。 
    また，評価指標の作成は，役場職員（保健師・栄養士）と学識経験者が協働して作成し

たものである。しかし，評価指標の項目の中の「自主的活動」の定義について，考え方の

一致が難しかった。役場職員の「自主的活動」の捉え方は，年間計画をグループで作成し

て，自主的運営をしていれば自主性のある活動であるととられている。活動するメンバー

の研修参加等は，役場の公用車同乗が原則であるなど条件付であることなどは，「自主的活

動」とするには問題があると考える。「自主的活動」の定義について，今後検討の余地があ

る。 
② 評価ツールについて，地域看護活動の展開方法との関連を検討する。 
平成 20年度から実施している特定健診・特定保健指導関連の事業において，評価ツール
を用いて，対象者の達成度の評価及び事業実施のプロセス評価の試行など，他の保健事業

の評価にも応用を試行し，有用性を検討した。この評価ツールは，他の保健事業の評価に

も応用でき，特定保健指導等の事業評価に活用するなど，他事業にも波及している。 
また，地域特性や事業内容に対応して，評価項目を設定していくものであるが，この項

目設定の同定に専門的知識が必要となるため，適切な助言者の確保が課題となる。 
 
５ まとめ 
 保健活動実施後の評価については，評価ツールを作成できたので，今後，地域特性に応じた項

目設定と，継続的活用の推進を図る。また，住民と行政職員が協働した地域づくりシステムの形

成：地域組織や自主的グループ等主体的活動を推進する協働体制は確立した。しかし，実践活動

は一部の分野に留まるところがあったり，地方公共団体の組織における横断的活動がまだ十分確

立されていない状況がある。健康増進分野において，住民と行政が協働した活動を推進しながら，

他の分野へも波及させていくことが課題となる。 
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